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１．はじめに
近年，自動車排ガスに起因する大気汚染は，全

体として改善傾向にあるものの，大都市圏に環境
基準未達の大気環境常時監視測定局（以下，「常監
局」という）が依然として残っている状態であり，
更なる大気汚染物質低減対策が必要である１）．大
気汚染物質の濃度は，さまざまな要因の相互作用
によって決定されるため，濃度低減に効果的な対
策を講じるには，汚染物質に対する各種要因の寄
与度を把握することが重要である．寄与度を求め
る方法には，大気質モデルの利用２）などがあげら
れるが，濃度再現性の問題や十分な計算機資源が
必要など課題も多い．
そこで，本研究では，大気質モデルを用いた寄

与度推計を補完する方法として，計算負荷が非常
に小さく，かつ，観測データを直接利用すること
が可能な統計的手法である重回帰分析を用いて，
常監局濃度に対する各種要因の寄与度推計や重回
帰式を用いた常監局濃度の再現性などについて検
討した．

２．方法および使用データ
2. 1 重回帰分析の概要
重回帰分析とは，目的変数（y）と複数の説明

変数（xk）を用いて，これらの関係を表す最適な
１次多項式（重回帰式；式１）を求める多変量解
析の一種である３），４）．

（１）

ここで，akは重回帰係数，a0は定数項，pは説明
変数の種類数を表わしている．本研究では，目的
変数yには常監局濃度，説明変数xkには各種気象デ
ータや発生源データを利用している．
重回帰式を用いた寄与度の評価には，正規化し

た説明変数xkを利用したときに得られる重回帰係
数を寄与度として用いた．また，あらかじめ作成
した重回帰式に，説明変数xkを代入することで目
的変数yの推計値を算出し，常監局濃度の再現を
行った．

2. 2 使用データ
目的変数には，東京23区内の一般大気測定局

（以下，「一般局」という）と自動車排ガス測定局
（以下，「自排局」という）のNO2，NOx，SPM濃
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度（１時間値）を利用した．また，説明変数には
合わせて30種類の変数を採用し，気象要因として
東京大手町の気象官署や立体局（東京タワー），
１都３県の全アメダス局での風向，風速，気温な
どの気象観測値を利用し，排出源要因としては，
自動車および固定排出源のNOxとSPM排出量推計
値を利用した．解析対象は1995年度から2005年度
までとし，これらの期間を，夏（４～９月）と冬
（10月～３月）の２期間に分けて，それぞれ重回
帰分析を行った．

３．結果と考察
3. 1 重回帰式を用いた濃度の再現性
重回帰式を用いた常監局濃度評価法の基本性能

を評価するために，重回帰式を利用して算出され
る常監局濃度の推計値を観測値と比較した．
Table 1は，重回帰式を用いて算出した東京23区
内自排局におけるNO2，NOx，SPM濃度の推計値
と観測値の相関係数を，１時間値，日平均値，年
平均値について表わしている．また，Fig. 1は，同
じく年平均値について，重回帰式を用いて算出し
た濃度推計値と観測値の時系列を表している．

Table 1とFig. 1から，重回帰式を用いて算出した
濃度推計値は，特に日平均値や年平均値のNOxや
NO2で観測値との相関が高く，濃度変動の様子を
よく追随していることがわかる．SPMについては，
NOxやNO2に比べ再現性が劣っており，SPMに対
して寄与度の高い特有の要因が考慮されていない
ことが原因の一つと考えられるものの，全般的に
みると，本研究で採用した説明変数を用いた重回
帰分析により，自排局におけるNO2，NOx，SPM
濃度を再現することが十分可能であることがわか
った．

3. 2 各種要因の寄与度の解析
3.1節で求められた重回帰式の回帰係数akを用い

て，要因kの寄与度を評価した．Fig. 2は，夏季と
冬季の東京23区内自排局のNO2・NOx・SPM濃度
に対して，寄与度の高い上位10個の説明変数とそ
の寄与度を表わしている．ここで，寄与度の正負
は，それぞれ正の相関，負の相関に対応しており，
寄与度の絶対値が大きいほど，濃度と説明変数の
間の相関が強いことを表わしている．
これらの図から，主要な説明変数は，風速，自

動車および固定排出量，一般局オキシダント濃度，
大気安定度，曜日カテゴリ（平日・休日）となっ
ており，これらの説明変数により，自排局濃度を
ほぼ説明できることを表わしている．
NO2濃度については，自動車NOx排出量の寄与

度が相対的に低くなっているが，これは，近年各
種規制により自動車NOx排出量の低減が進んでい
るにもかかわらず常監局のNO2濃度が微減にとど
まっている観測事実と一致する傾向である．
NOx濃度については，特に夏季に自動車NOx排

出量による寄与が大きくなっているが，冬季にな
ると気象要因による寄与が卓越することがわか
る．また，周辺主風向東西成分（卓越風の東西ベ
クトル成分で，東風を１，南北風を0，西風を－１
と設定）の寄与度が，共通して比較的大きな負の
値となっている（一般局でも同様の傾向が見られ
た）．これは，卓越風が西風のときにNOx濃度が上
昇する傾向があることを示しており，東京都の西
側にある地域からのNOx発生の影響が大きい可能
性を示唆している．
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Fig. 1 Time-series comparisons of annual mean NO2, NOx
and SPM concentrations between observations and
calculations estimated from multiple regression
equation

Table 1 Correlation coefficient between observations and
estimations of hourly, daily and annual mean
concentrations of NO2, NOx and SPM from roadside
air quality monitoring stations
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SPM濃度については，自動車排出量の寄与が非
常に高くなっている．このことは，自動車SPM排
出量の低減により自排局SPM濃度を効果的に減少
できることを示しており，近年の自排局SPM濃度
の着実な濃度低減傾向は，自動車SPM排出量の低
減効果によるものと示唆される．また，SPM濃度
の場合は，相対湿度の寄与が比較的高くなってい
るという特徴を持っているが，これは，大気中の
水分によるSPMの凝結・成長と関連していること
が考えられるが，測定器の湿度影響を表わしてい
る可能性も否定できない．

3. 3 高濃度日における各種要因の寄与度
前節では，1995年度から2005年度までの全デー

タセットを用いて重回帰分析を行ったが，ここで
は，同時期の高濃度が観測された日のみを抽出し，
高濃度日を対象とした重回帰分析を行い，一般的
な寄与度と高濃度日における寄与度に違いがある
かどうか調査した．ここで，高濃度日とは，NO2，
NOx，SPM日平均濃度のうち，少なくとも１種類
で，ある閾値を超える日であると定義し，閾値は，
NO2日平均濃度で60ppb，NOx日平均濃度で175ppb，
SPM日平均濃度で100μg/m3であると設定した．
Fig. 3は，夏季と冬季の高濃度日における東京23
区内自排局NO2・NOx・SPM濃度に対する，説明
変数の寄与度を表わしている．
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Fig. 2 Contribution factors of explanatory variables to
roadside NO2, NOx and SPM concentrations

Fig. 3 Contribution factors of explanatory variables to
roadside NO2, NOx and SPM concentrations at high
pollutants concentration episode
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高濃度日における各種要因の寄与度は，概して
Fig. 2で示した通年での各種要因の寄与度と大きな
差は見られないものの，すべての物質に共通して，
特に冬季において，自動車排出量の寄与が減少し，
固定排出量の寄与が増加するという傾向が見られ
る．この結果から，高濃度日においては，一般的
な日に比べて，固定発生源からの排出量の寄与が
大きくなり，自動車排出量の寄与は相対的に小さ
くなるということが言える．
ただし，ここで利用している自動車排出量・固

定排出量は，実勢値ではなく2000年度をベースに
各種統計量を用いて算出した推計値であり，現在
のところ，発生量自体の精度や確度を検証する方
法が存在しないため，排出量の実勢値と推計値の
差がどの程度あり，これらの推計結果にどの程度
影響を及ぼすかについては不明な点が多く，大き
な課題が残されている．

４．まとめ
本報では，統計的手法である重回帰分析を用い

て，常監局NO2，NOx，SPM濃度に対する気象や
排出量など各種要因の寄与度の推計を行い，重回
帰式を用いた常監局濃度の再現性について検討
し，以下の結論を得た．
・本研究で採用した説明変数を用いた重回帰式
により，自排局NO2，NOx，SPM濃度を精度
よく推計でき，濃度変動の様子を十分再現で
きることがわかった．

・自排局濃度に対する自動車排出量の寄与につ
いて，NOx・SPM濃度に対しては，寄与度が
高いものの，NO2濃度に対しては，寄与度が
低いことが示された．このことから，NOxや
SPMについては，自動車排出量低減による濃
度低減効果が大きいが，NO2はその効果が小
さいことが示唆された．
・高濃度日を対象とした重回帰分析を行ったと
ころ，高濃度日の常監局濃度に対して，特に
NO2とNOxについて，固定排出量の寄与度が
大きく，自動車排出量の寄与は相対的に小さ
くなるという結果が得られた．ただし，排出
量データ推計値と実勢値の差など，不明な点
が多く残されており，今後の検討課題である．
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